実践的 交通誘導警備業務
補　　　　遺
令和元年８月３０日「警備業法施行規則の一部改正」により、次の
ように改正されましたので該当箇所を訂正してご使用ください。
※頁・行は、「平成22年5月7日／新訂2版発行」のものです。
	頁
	行
	旧
	新

	37
	11
	一　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産
者で復権を得ないもの
	一　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

	39
	7
	●「成年被後見人」とは、精神上の障害により
判断能力を欠く常況にあるため、裁判所から
後見開始の審判を受けている者をいう。
●「被保佐人」とは、精神上の障害により判断
能力が著しく不十分であるため、裁判所から
保佐開始の審判を受けている者をいう。
●「破産者で復権を得ない者」とは、破産法に
基づき裁判所が破産手続き開始を決定した者
で復権を得ていないものをいう。
もし、ここに……
	削除
削除
●　「破産手続開始の決定を受けて復権を
得ない者」とは、破産法の規定に基づき、
裁判所から破産手続開始決定を受けた者
で、復権を得ていない者をいう。
  もし、ここに……

	41
	14
	第3条の第１号の「成年被後見人」「被保佐人」「破産者で復権を得ない者」かどうかというのは、東京法務局が発行する……
	第3条の第１号の「破産開始手続の決定を受けて復権を得ない者」かどうかというのは、東京法務局が発行する……

	46

	下13

	……特例者を除いて新たに警備業務に従事させようとする警備員には、各15時間以上、合計で30時間以上の教育を実施しなくてはなりません。
また、教育に関しては、新任のときばかりでなく、現に警備業務に従事させている警備員に対しても行わなくてはならず(通常、現任教育という）、1年間を4月1日から9月30日までの前期と、10月1日から翌年の3月31日までの後期の2つに教育期を分けて、警備員は、各教育期ごとに基本教育を3時間以上、業務別教育を5時間以上受けなくてはなりません。
	……特例者を除いて新たに警備業務に従事させようとする警備員には、合計で20時間以上の教育を実施しなくてはなりません。
また、教育に関しては、新任のときばかりでなく、現に警備業務に従事させている警備員に対しても行わなくてはならず(通常、現任教育という）、4月1日から翌年の3月31日までの年度ごとにおいて、警備員は、基本教育及び業務別教育を10時間以上受けなくてはなりません。

	47
	表
	基本教育

業務別教育(2号業務)

新任警備員
15時間以上
15時間以上
現任警備員
　　　前期
（4月1日～9月30日）
3時間以上
後期
（10月1日～3月31日）
3時間以上

　　　　前期
（4月1日～9月30日）
5時間以上
後期
（10月1日～3月31日）
5時間以上     

	　基本教育

業務別教育(2号業務)
新任警備員
　　　　　20時間以上

現任警備員
　　　　10時間以上
（4月1日～翌年3月31日）


	
	
	　　　　　　　　　　　　　※時間数は一般の警備員の場合


※（成年後見制度の欠格条項を削除する法案が令和元年１２月１４日施行となる。）
２

